
再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成3)

地方版再エネ熱面的利用モデルの構築1)

地域・熱利用条件に応じた地中熱利
用システム判断支援技術の開発

2)

研究項目③ 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

◼ 地域課題解決や
産業創出に寄与

◼ 先行事業、新事
業を含めてモデ
ルを選定

◼ 対象とする事業
者は行政／公益
性の高い事業体
を想定

地方版再エネ熱
面的利用モデルの検討

事業性評価

需給量評価
再エネ熱供給条件

◼ ポテンシャル／
利用可能性に関
する情報

熱需要モデル

研究項目①・②成果を含む

⚫ 再エネ熱普及のために、
地域の課題解決や産業
創出に寄与する事業モ
デルが必要

⚫ 事業モデル構築・事業
化検討において必須と
なる方法論（需給量・
事業性等の評価手法）
を技術開発

⚫ 本開発技術は再エネ熱
利用事業化のためのガ
イドラインの基幹部に

地域特性に即した
再エネ熱面的モデル構築

方
法
論
を
技
術
開
発

地方都市工業団地 小規模施設集中立地域

農林水産業施設集積地域 先行事業（地中熱利用）

⚫ 開発技術の社会実装（技術の利活用）推進を目
的として地中熱利用システム判断支援技術開発

⚫ 研究項目①・②の開発成果に関する活用方法／
新規マップ整備方法を整理

⚫ 持続可能な地域社会運営のための再エネ熱利用事業の創出
支援を目的とする「再エネ熱普及・利用ガイドライン（仮
称）」作成

⚫ ガイドラインが、行政担当者等に実際に&長く利用される
ものとなることが、本プロジェクトにおける最重要事項

 郡山市提供）

    市提供）

       

➁         式：水質を考慮した    最適化技術開発

地中熱以外の再エネ熱に関する
ポテンシャル情報・導入事例

➀           式：ポテンシャル評価手法の高度化

➂地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

１）地方版再エネ熱面的利用モデルの構築
２）地域・熱利用条件に応じた地中熱利用システム判断支援技術の開発
３）再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成

1）ポテンシャル情報の空間解像度向上技術の開発
2）既存地下水    等を活用した       概略評価技術の開発
3）CL式の面的利用を想定した多用途対応型    作成技術の開発

1）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発
2）OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施
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地中熱ポテンシャル情報の空間解像度向上イメージ 還元実験の模式図

太陽熱・木質バイオ
マス等の情報・事例
収集日射量マップ

NEDO再生可能エネルギー分野成果報告会2025 （分野：再エネ熱利用）
発表No.：1-7-8

団体名：国立研究開発法人産業技術総合研究所

再生可能エネルギー熱の面的利用システム構築に向けた技術開発事業／再エネ熱利用システムに資する共通基盤技術開発

地方における再エネ熱面的利用促進に資する導入支援技術の開発

連絡先：国立研究開発法人産業技術総合研究所 冨樫 聡
MAIL：akira-tomigashi@aist.go.jp

地域における再エネ熱の
面的利用ネットワーク形成

CL式の面的利用を想定した多
用途対応型    作成技術の開発

3)

⚫ 面的利用の機会増加により多様な施設側
用途に対応可能なマップ情報拡張が必要

⚫ 多様な熱負荷条件を考慮可能な代理モデ
ルを構築して多用途対応型マップを試行

既存地下水モデル等を活用した
       概略評価技術の開発

2)
ポテンシャル情報の空間解像度
向上技術の開発

1)

研究項目➀ クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

従来マップ 開発技術適用

マップ情報高解像度化
技術の開発

⚫ 従来マップの解像度では市町村単位の政
策立案に支障が出るケースも

⚫ 開発技術により市町村単位での地中熱利
用の事業性評価精度向上・導入判断支援

⚫ 既存地下水モデル、地質・地下水調査結
果等から面的データ取得技術を開発

⚫ 開発技術の適用により地中熱ポテンシャ
ルマップの国内整備エリア拡大を実現

（冨樫ほか,2017）

過去の行政業務で作成
された地下水モデル

「マップ情報高解像度化技術」を適用するための
データ抽出・処理・フォーマット整備技術開発

ポテンシャル未評価エリアでマップ整備可能に

地下水面

地
下
水
環
境
を
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定
す
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子

自然界の
地下水環境

地形・標高

地質

河川

土地利用

井戸
分解

・
・
・

地形データ等を用いた
地下水面分布推定モデル作成

関係に
着目

地形ＡＩ解析

入力層

中間層

出力層

出力
（地下水面）

               の概念図

入力(地形 標高など)

既往調査より得られた
地質・地下水データ

開発技術適用

（Shrestha et al.,2023）

従来マップは

戸建・空調

開発技術適用

多様な熱源負荷を考慮
可能な代理モデル構築

多用途対応型マップに拡張

地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発1) OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施2)

研究項目② オープンループ式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

⚫ 地質に起因する水質変化を加味した地下水質情報に基づくOL式
導入判断ロジック（形式知化）により適切なタイプ分類が可能

⚫ 地下水質に問題がある場合でも水質処理コストを考慮した事業
性評価（CL式との経済性比較）に基づきシステム決定を支援

⚫ 今後想定されるOL式システム選択機会増加に伴い、不確実性の
高い還元井メンテナンス費用も考慮可能なOL式システム長期運
用コストの推定手法が必須・重要技術

⚫ 「圧力制御下における室内透水カラム実験」と「還元井フィー
ルド実験」の踏まえた技術開発によりシステム最適化に寄与

P ？

サイト別の地下水質情報

開発技術適用

軟水化
装置

プレート型
熱交換器

イオン交
換樹脂

採用

水質変化を考慮した決定木分析

によるOL式タイプ最適化技術

OL式とCL式の経済性比較

サイト条件に適する
地中熱利用システム選択地質由来の地下水質

変化プロセス考慮
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⚫課題 ：熱需要密度が高い都市域・産業圏に比べると、地方では面的熱利用・再エネ熱導入は鈍重

⚫目的 ：地方における再エネ熱導入・面的利用のためのツール（共通基盤技術）開発・仕組みづくり

⚫着眼点：「いつでも・どこでも利用できる」という大きなメリットを有する地中熱を基幹的熱源とし、

面的利用が有望な太陽熱・バイオマス熱等も考慮した「再エネ熱導入支援技術」を開発

⚫背景 ：我が国の脱炭素・エネルギー政策の実現のため、地域・地方に着眼した再エネ熱利用が必要
✓多くの地域で地域共生型・地域裨益型の脱炭素を達成し、地方創生につながる取組を促進
✓地域の省エネルギーの実現…に貢献するとともに、災害時のレジリエンス強化やエネルギーの地産地消等を後押し
✓複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行うことで、再生可能エネルギー熱の導入拡大

※第7次エネ基より抜粋

研究開発項目 目 標 (具体的、数値、設定条件)

➀CL式：ポテン
シャル評価手法の

高度化

•ポテンシャル情報の空間解像度向上技術開発：モデル地域（2地域）への試行的適用
•全国利用可能な技術への拡張：既存ポテンシャル整備地域への適用（５地域以上）
•既存モデルを活用したポテンシャル概略評価技術の開発：モデル地域（２地域以上）
•面的利用を想定した多様なマップ情報への拡張：３施設以上

➁OL式：水質を考
慮したシステム最
適化技術開発

•地下水質を考慮したOL式導入判断に資する決定木分析：企業５社との協力体制構築
•開発技術の試行的適用：モデル地域（２地域：埼玉県、金沢市）
•開発技術の展開に資するDB整備：日本全国を対象とした地下水質データ整備
• OL式長期運用コスト評価に資する還元実験：２ケース
•運用コストも含めたトータルコスト概算・導入可能施設の明確化

③地方版再エネ熱
面的利用モデル構
築とガイドライン

作成

•地方創生に資する経営的・制度的に実現可能な再エネ熱面的利用モデル案の構築：５件
•再エネ熱利用により地域課題解消を図る自治体との協力：３自治体以上
•再エネ熱利用事業の創出支援を目的した再エネ熱普及・利用ガイドライン作成：事業終
了時までに２自治体以上で試行的に適用・運用

研究項目①
CL式：ポテンシャル評価手法の高度化

研究項目②
OL式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

研究項目③
地方版再エネ熱面的利用モデル構築と

ガイドライン作成

■2024年の
主な成果

■課題
代理モデル作成方法１で適切に実験データを取得するには有効熱
伝導率の値の幅を大きくとる必要あり。

OL連続稼働データの取得。還元実験では、圧力変化に加えて微
生物活動に伴う気泡生成を考慮する必要あり。

ガイドラインの使いやすさ・わかりやすさ、検討範囲、他ツール
との違いの明確化。複数の面的モデルの検討。

■今後の
取組

代理モデル作成方法２について検討をすすめる。方法３について
環境整備を行う。

土壌汚染関連事業者との協議によりデータ収集予定。塩素注入で
微生物活動を制御して課題対応できる見通し。

継続したヒアリングによりガイドライン骨格を固め、目次案を作
成。その後、ニーズに即した要素技術の開発推進。

■実用化の
見通し

地域／地方における地中熱利用促進に資する共通基盤技術を開発。
ガイドラインにて開発技術の利活用促進を図る。

地域／地方における地中熱利用促進に資する共通基盤技術を開発。
ガイドラインにて開発技術の利活用促進を図る。

地域／地方における再エネ熱利用事業化に資する共通基盤技術を
開発。ガイドラインにて開発技術の利活用促進を図る。

■事業の背景・課題・目的

■事業の目標

■事業の内容

本プロジェクトにおいてもっとも重要と考えている事項

開発成果「再エネ熱普及・利用ガイドライン」が【現場で活用されるツール】となること

目的内容開催場所メンバー実施日

ガイドライ
ン骨格

NEDOプロジェクト概要説明
協力依頼

ビッグパレット
ふくしま

地中熱利用促進協会、        振興協会、
日本木質            協会、AIST

2025/02/14

ガイドライ
ン骨格

NEDOプロジェクト概要説明
ガイドラインへの提言・意見交換

産総研FREA郡山市（FREA出向者）、AIST2025/02/26

ガイドライ
ン骨格

NEDOプロジェクト概要説明
ガイドラインへの提言・意見交換

郡山市役所郡山市環境政策課、AIST2025/02/28

ガイドライ
ン骨格

開発内容の説明、協力依頼、ガイドラインへの
提言・意見交換

佐賀県庁＋オン
ライン

佐賀県 産業労働部 産業グリーン化推進
グループ、AIST

2025/03/06

ガイドライ
ン骨格

NEDOプロジェクト概要説明
ガイドラインへの提言・意見交換

佐賀県庁佐賀県園芸農産課、AIST2025/03/06

ガイドライ
ン骨格

NEDOプロジェクト概要説明
ガイドラインへの提言・意見交換

産総研FREA福島県（FREA出向者）、AIST2025/03/25

FY2024：ガイドライン利用者へのヒアリング（行政ヒアリング）、関連ガイドライン情報収集等を実施

表-ヒアリング実施状況

「再エネ熱普及・利用ガイドライン」の基本設計

ガイドライン利用者 ： 行政担当者、BtoG企業担当者
ガイドライン目的 ： 持続可能な地域社会運営のための再エネ熱利用事業の創出支援

具備すべき機能① ： 現場担当者にとって使いやすい・わかりやすい【実践的指南書】とすること
具備すべき機能② ： 補助金獲得のための再エネ熱面的利用事業のデザインができること

②－１： 適切な方法論により定量的な事業採算性の根拠を導出できること
②－２： 地域性を生かした再エネ熱面的利用事業の企画を支援できること
②－３： 合理的かつ自立可能な再エネ熱導入シナリオ・事業を提示できること

FY2025：「先行事例分析」、「いくつかの地方版モデルの検討・構築」を踏まえてガイドライン骨格検討

使いやすい・わかりやすい
ガイドラインとは?

検討範囲は?
扱う熱源、熱の温度帯、既設・新設 等

他ツールとの違い・線引きは?
主に方法論およびそれに伴う定量化ツール

行政ヒアリング結果より明らかとなった「実践的なガイドラインに求める事項」

先行事例の掲載
（事例集，事例DB）

使用できる
補助金

事業の
スケジュール

裨益の数値化
（波及効果）

事業性概算精度が「実際と乖離
しすぎない程度」の方法論

開発ポイント①：実験計画法による必要熱交換器長さ推定式の作成
開発ポイント②：数値シミュレーション結果の平均化方法（深度方向）

（Shrestha et al.,2023）

広域３次元地下水流動・熱輸送モデル
による数値シミュレーション結果

Thermal Conductivity

          (W/m/K)

1.366 - 1.418

1.418 - 1.470

1.470 - 1.522

1.522 - 1.573

1.573 - 1.625

1.625 - 1.677

1.677 - 1.728

1.728 - 1.780

1.780 - 1.832

有効熱伝導率
λe

Darcy Velocity

    (m/day)

          - 0.0014

0.0014 - 0.0033

0.0033 - 0.0050

0.0050 - 0.0066

0.0066 - 0.0084

0.0084 - 0.0107

0.0107 - 0.0140

0.0140 - 0.0194

0.0194 - 0.0267

Subsurface 

Temperature (oC)

13.9 - 14.2

14.2 - 14.5

14.5 - 14.8

14.8 - 15.1

15.1 - 15.4

15.4 - 15.7

15.7 - 16.0

16.0 - 16.3

16.3 - 16.6

ダルシー流速
v

地下温度
T
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T

vNLGHE

数値モデル

必
要
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換
器
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式

従来マップ 高度化技術適用

（検討中）

（Shrestha et al.,2023）

高解像度化

熱交換シミュレーション
• 暖房運転：11～3月
• 冷房運転：6～9月
• 循環液：プロピレングリコール15％

(Freezing point -5oC)
• 循環流量：35 m3/day

熱交換シミュレーション用FEMメッシュ
&シミュレーション実施地点

必要熱交換器長さ
NLGHE推計式

NLGHE = f (λe , v , T)

λe

T

v

有効熱伝導率 W/(m・k)

ダルシー流速 m/yr

地下温度 ℃

実験データの準備（代理モデルの作成）

方法１：熱交換器モデル（FEM）

説明変数
有効熱伝導率、ダルシー流速、地下温度

方法２：GSHP設計ツール

説明変数
見かけ熱伝導率、地下温度

方法３：GSHP設計ツール

説明変数
有効熱伝導率、ダルシー流速、地下温度

FY2024：熱交換器モデルを用いたFEM解析（熱交換シミュレーション）を行い、実験データを取得
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方法１の実験データ（代理モデル：熱交換器モデルによる熱交換シミュレーション）

有効熱伝導率 W/(m・k) ダルシー流速 m/yr 地下温度 ℃

熱交換シミュレーションで得られた必要熱交換器長さと説明変数との関係

流速大ほど
必要熱交換器長は短

地下温度高ほど
必要熱交換器長は短？

？

有効熱伝導率のレンジ小
（代理モデルを要見直し）

FY2025予定：方法１・方法２による実験データ再取得＆応答曲面作成を実施予定

水質項目A

水質項目B 水質項目B

水質項目C 水質項目C 水質項目C水質項目C

取水可能量

X1以上

タイプⅠ タイプⅡ タイプⅢ タイプⅥタイプⅣ タイプⅤ 導入不可

X1未満

X2未満

長期運用時の水質変化を考慮した
場合に取りうるタイプ

X2以上

X3未満 X3以上 X3未満 X3以上

X4未満 X4以上 X4未満 X4以上 X4未満 X4以上 X4未満 X4以上

長期運用（連続的な地下水取水）による地下水質変化に伴う決定パス変化（リスク変化）も考慮

決定木分析に必要な設計ノウハ
ウ・原位置データ取得に関して
事業者との協力体制を構築
OL勉強会メンバー（JGD・興
和・日さく・東邦地水）、ZQ

「地下水質を考慮したOL式導入
判断に資する決定木分析」を
行う地域のデータ収集・整理

    地域：埼玉県 石川県金沢市

FY2024実施事項

FY2025予定：
分析の変数となる水質項目選定、
    地域の地下水質データ取得、
連続揚水時の水質情報収集予定

P

C

揚水井

水処理装置

カラム

水中ポンプ
による加圧

細粒物質の付加による
浮遊物質の制御

加圧条件下の実験に
よるガス量の制御

各種水処理装置による
目詰まり制御の試行

T

P

F

温度センサ

圧力センサ

流量センサ

カラム内物質の調整に
よる粒径、円磨度の制御

T P

T

P

C 水質センサ

P

C

バブリング、塩素注入による

酸化還元状態、微生物活動の
制御

Cl2,O2

F

予察的検討による改良点

Cl2,O2

P

C

揚水井

水処理装置

細粒物質の付加による
浮遊物質の制御

各種水処理装置による
目詰まり制御の試行

T P

揚水井

P

C

T

P

F

温度センサ

圧力センサ

流量センサ

C 水質センサ

F

バブリング、塩素注入による

酸化還元状態、微生物活動の
制御

予察的検討による改良点

１）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発

２）OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施
FY2024：予察的検討として実験装置構成の再検討等を実施

１）ポテンシャル情報の空間解像度向上技術の開発 ３）再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成

圧力制御下における
室内透水カラム実験

還元井フィールド実験

FY2025予定：２つの実験装置作成 &実験実施予定
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